第12章　ベトナム

エリック・D・ラムステッター

ベトナム経済は2003年も引き続き好調を持続しており、5つのうち4つの経済予測機関（ADB（アジア開発銀行）、EIU（Economist Intelligence Unit）、IDE（アジア経済研究所）、世界銀行）が表1.2の通り、実質GDP成長率を6.9～7.2％と予測した。表12.1で想定した成長率は7.2％とこれら予測の上限だが、直近の予測に対しては近似あるいは同率となった。これは2000年、6.8％、2001年、6.9％、2002年、7.0％と成長がゆっくりではあるが加速していることを意味する。4機関の予測のうち2機関が2004年は緩やかなペースで上昇し続けるとし、残り2機関は成長に変化はないとしている。近年、堅調な成長は緩やかなインフレを伴っており、GDPデフレーターと消費者物価指数は2000年以来年間4.1％あるいはそれを下回る上昇となっている（表12.2）。表1.2では2004年も緩やかなインフレが持続すると予測している。

IMF（国際通貨基金）の予測（International Monetary Fund, various years d）は、2000～02年ではGSO（General Statistical Office）による公式予測や表12.1よりもはるかに低く、年間5.0～5.8％であった。これに対し、表1.2の2003年のIMF予測は6.0％と低めではあるが、それでさえ2002年からの成長はわずかながらも上昇しており、2004年に対するIMF予測は他の予測より伸びの大きい7.0％である。IMFの説明（2003a, pp.50～51）によると、「入手できる証拠を見ると、GDP水準は公式統計では控えめな数値になっている可能性がある。当局は非国営部門からのデータ収集改善に力を入れる必要があり」、報告要件を満たすために「データ提供者が（報告）データを予測せざるを得ない状況になっている」とした。一方、Nguyen et al.（2002, pp.185～194）はIMFとGSOの推定値を比較し、（1）IMFはサービス部門の成長を低めに推計していること（2）IMFは特に1998年の総固定資産形成を低めに推計していること（3）IMFは最終消費支出（民間・政府消費を含む）を高めに推計していることの3点を指摘した。IMFの推定値とかなり食い違う証拠を提示して、Nguyen et al.（2002） はIMFとベトナム国営銀行の国際収支の推定値にも大きな違いがあることを示し、特にIMFによる海外直接投資の推計値（下記参照）が低いことから、IMFが公式の成長予測が高すぎたと考えるに至ったとした。

元来ベトナムの統計局役人には自国の成長率を過大に公表しようという強い意図があるように思われる。中国でも同様であるが、より市場主義的でかつ民主的な国の統計局に比べ、政治的圧力から独立していないのであろう。もうひとつの重要な問題は、中国やベトナムは国際比較可能な経済統計を作成し始めて日が浅く、大きな誤差が生じやすいことだ。またデータ収集のための予算配分が少ないことも理由の一つである。

どの成長率推定値が使用されているかに関係なく、ベトナムの経済パフォーマンスが1980年代半ばから極めて目覚しいのは明らかだ。これに対応して、国民の大部分の生活水準も急速に改善されている。表12.1に示される2003年の公式予測では、時系列で生活水準の変化を図る尺度としては最適とされる、自国通貨ドンでの一人当たり実質GDP成長率は、1986～87年の1％から1988～91年は3～4％、1992～97年は6～8％に上昇し、1998～99年は3～4％に減少した後、再び2000～03年は5～6％に上昇した。インフレ抑制は、ドイモイ改革が開始されたあと急速に所得が増大した重要な要素であり、1986～88年は年362～406％であったのが、1989～92年は年33～74％となった（表12.2）。一人当たり所得の増大に加え、乳児死亡率と非識字率が著しく低下し、出生時平均余命も徐々に延びている。これらの点では経済が改善される1980年代半ば以前から進展がみられた。それに対し、中等教育の就学率は1980年代に下がり、1990年代に経済が上向きになるにつれ改善され始めた。

生活水準では大幅な改善があったにもかかわらず、ベトナムは東アジアの主要経済国の中でいまだに最貧国である。たとえば2003年の一人当たりGDPは477米ドルで、日本の1.4％、インドネシアの約49％である（表1.1参照）。一般によく用いられているこの比較は、ベトナムのような貧しい経済国の平均的な国民の相対的購買力を過小評価してしまう。なぜならタクシー料金や散髪代のような他国と取引のないサービスコストは、貧しい国では相対的に安価な傾向にあるからだ。さらにこの差異を調整するために、国際ドルで一人当たり名目GDPを評価しても、2003年の一人当たりの所得は日本の8.6％、インドネシアの71％の水準であり、ベトナムは貧しい国であるといえよう。同国の所得水準が低いのは、1950年代から70年代にかけての長期にわたる戦争と、1970年代後半と1980年代初めから半ばにかけて世界からベトナム経済を孤立させ、市場を抑圧した政策の遺産でもある。外国政府特に米国の政策もまたベトナムの自主的孤立に拍車をかけた。何十年にもわたる経済停滞の後、1986年大規模なドイモイ経済改革に着手し、その結果市場経済への移行を促進させ、現在もそれを継続している。

近年、継続中の改革で最も重要な点の一つが企業部門再建への努力だ。重要な政策変更として、1999年の会社法制定と2000年以降の実施がある。その結果これまで公式な法的地位のなかったベトナム人所有の民間企業の登録や経営規則が明確化され、手続きが簡素化された。しかしドイモイ計画が継続され、会社法が実施されているにもかかわらず、投資支出における国営企業の割合が近年上昇しつづけ、1995年の42％から1996～97年は49％、1998～2002年では56～58％になった（Vietnam, General Statistical Office, various years）。国営部門の対GDP比率は名目値ではわずかに低下しており、1994～98年の40％から1999～2000年には39％、2001～02年は38％となったが、1994年値で計算するとこの割合は若干変化し、1994～95年および1999年は40％，1996～98年および2000～02年は41％となる。この数字からも、会社法が実施されているにもかかわらず、ベトナムにおける投資と生産で国営企業がいまなお非常に大きなシェアを占めていることが明らかである。しかし注目すべきは、雇用での国営企業のシェアがはるかに小さいことで、1997～2002年でわずか9.3～9.6％にすぎず（International Monetary Fund, 2003c, p.13）、国営企業の労働生産性がかなり高い特徴を示している。

非国営部門すなわち民間部門は2つの主要なグループから構成される。外国多国籍企業と、集団企業体、民間会社、家内企業、混合（所有）企業などのいわゆる民間のベトナム人経営企業で、このうち家内企業が圧倒的に多い。これまで外国多国籍企業が投資総支出のうち比較的大きな割合を占めており、1995～97年は26～30％であったが、1998～2002年は17～20％に低下した（Vietnam, General Statistical Office, various years）。それに対し、GDPに占める外国多国籍企業のシェアは低めで、1994～96年の6～7％（名目実質とも）だったが、1999～2002年は名目値で12～14％、実質値で10～11％に上昇した。民間ベトナム企業は投資総支出に占める割合こそ低いものの、GDPに占める割合は大きい。ただし両方とも近年は若干低下している。民間の投資総支出に占める割合は1995年の28％から1996～2002年は23～25％、GDPに占める割合は名目値で1994～96年の52～54％から2000～02年は45～46％、実質値では1994～96年の52～53％が2000～02年は48％と低下した。

これらの数字は、ベトナムで地場民間部門の成長を依然として阻害している様々な要素を反映している。第一に明確な破産法がなく、労働者の削減が難しいことなどから収益を上げない国営企業の合理化が難しいことだ。他には国営企業特に大手が、収益を上げなくても国営銀行から貸し付けを受けられることだ。政府に対する少額貸し付けは除いて国営企業へ割り当てられる国内貸付株式の割合は近年若干減少しており、1998年の47％から2002年は39％である（International Monetary Fund, 2003c, p.23）。同様に国営銀行から国営企業への国内貸し付けの割合も1998年の47％から2002年には35％に減少している。この数字から民間の貸し手借り手がともに近年活発になっていることがわかる。それでも国営企業は比較的容易に貸し付けを受けることができる。ひとつには銀行自体が脆弱で、銀行に国営企業を債務不履行に陥らせて不良債権を増やしてしまうような余裕がないことだ。この問題を認識して政府は銀行や不良債権を再編しようと努力している。しかし金融部門改革は始まったばかりであり、民間企業が国営企業や外国企業と同じ土俵で経営ができるようになり、不良債権の多くが処理できるまでにはなすべきことが多く残されている。

企業改革、金融改革が近年注目を集めているが、ベトナムはいまだに農業社会であり、入手できる数字としては最新の2001年で、雇用の66％が農業部門に従事している。表12.1で報告されている修正見通しでは、この割合は1984～86年と1990～94年の72～73％を最高に少し減少している（表12.1）。しかし本報告書で考察している他のアジア経済国よりは依然として高い。雇用における工業のシェアは1984～95年の11％から1996～2000年は12％、2001～02年は13％と若干上昇している。工業の中では製造業のシェアが1990～1998年の8％から1999～2001年は9％と少し上昇している。他の産業、特にサービス業は1990年代に急速に伸びており、1990～92年の16％から2001～02年には20～21％に達した。

生産構造の変化はGDPに占める農業のシェアを見るともっと明らかで、1988年の46％を最高に名目値で2002年は23％以下に減少している（表12.1）。実質値では下落幅はもっと少なく、1987～90年の32～33％から2002年の22％となるが、これは同期間で農業デフレーターの上昇率がGDPデフレーターの上昇よりも緩やかなペースだったためである。注目すべきは、農業では民間ベトナム系企業（主に家内企業）が圧倒的に多く、名目、実質値とも1994～99年は農業GDP の96％を占めている（Nguyen et al., 2002）。製造業の割合は1990年には12％と低かったが、名目値で2002年は21％と上昇した。しかし実質値では14％から20％に上昇したにすぎない。名目値では鉱業の割合が石油価格の上昇により1999～2000年に急速に増大したが、実質値ではこの変化はさらに小さい。外国多国籍企業は、特に鉱業では対GDPで大きな比率を占める（該当年と名目実質値のどちらで計算されたかによるが、1994～99年で76～82％）。製造業では、国営企業の割合が非常に大きいが、若干下がっており、1994年の61％から1999年には名目値で50％、1994年値で53％となっている。外国多国籍企業の割合も比較的大きく、同期間10％から名目値で24％、1994年値で20％に上昇した。サービス業では、商業、その他サービス、行政サービスが最も大きいが、割合としては低下傾向にある。外国多国籍企業の役割はサービス産業では小さく、国営企業が比較的大きな役割を占めている。

支出面で最も顕著な変化は、民間消費の対実質GDP比率が急速に減少していることで、1985～87年には90％以上であったものが1992年は80％、1997年は71％、2001～02年は65％となった。民間消費の割合が高いことは比較的貧しい国でよく見られる。個人の多くは所得があったとしても貯蓄をする余裕がないからである。低い所得水準を反映するほかの特徴は、1990年代初めまで固定投資と在庫投資の割合が低かったことである。しかしこの割合は1990年代半ばから著しく上昇している。消費比率が高く投資水準が上昇したことは、国内貯蓄が1990年代半ばまで投資に資金を供給するほど十分ではなかったことを示しており、これが1998年までの多額の貿易赤字につながった。1999～2002年に民間消費のシェアが減少したことに伴い、財貨とサービス純輸出（貿易赤字の計算方法）は、1993～98年の‐8～‐11％、1985～1990年の‐10～‐14％と比べて、対実質GDP‐4～‐5％に減少している。対外赤字の縮小は、1997～98年のアジア金融危機が起こるまでは特に重大であった外国資本の必要性を少なくとも一時的に緩和した。輸出入の対GDP比率は1980年代後半から急速に上昇し、2001年には名目実質共に50％以上となった。これはドイモイ時代にベトナムが国際貿易に対して急速に門戸を開放したことを反映している。

ベトナムの1980年代後半から1990年代初めにかけての高いインフレ率は、ベトナムドンの急速な通貨切り下げを招いた（表12.2）。1990年初頭以来、インフレ率の下落に呼応して通貨当局によるドンの切り下げは緩やかなものとなった。1980年代後半の財政赤字は巨額にのぼり、1988～90年は対GDP‐7～‐10％で、同期間の高いインフレ率の原因となった。赤字はその後1994～99年には大幅に減少し、対GDP‐1.7％になった。最近は2000～01年に赤字は‐2.8～‐2.9％と若干増大したが、その規模は抑制可能なもので、2002年には再び減少した。このようにベトナムのドイモイ改革は民間企業の振興には限られた成果しか上げていないが、マクロ経済の安定性を促進し外国資本への依存を軽減させた点ではかなりの成功を収めている。

外国投資に対する依存の減少も経常収支に影響を及ぼした。1993～97年は対GDP‐5.7～‐8.3％に上る大幅な赤字であったが、1999～2001年は2.1％～4.1％の黒字に転じた（表12.2）。急激な財貨輸入の伸びを主な理由に2002年には若干の赤字に再び戻った。表1.2の予測のうち二つは、経常収支の赤字は‐4.9～‐6.2％の間で拡大しつづけるとしている。表12.2は直近の予測として対GDP‐5.0％とする。上記の通りベトナムの国際収支予測は統計によって大きく異なる。表12.2では、IMF（various years c）の推定、およびその推定と一致する他のデータが使われている。しかし、これは重要な点でIMFの他の統計と異なっている。例えば、表12．2の海外直接投資純額（FDI）は2000～01年に13億米ドル、2002年は14億米ドルとなっているが、IMF （2003a, p. 32） のデータでは、それぞれ8～9億米ドル、11億米ドルとかなり少なくなっている。この違いは非常に重要である。なぜなら、純FDIは同国の経済規模や資本流入総額と比べて非常に大きいからである。さらに近年明らかにFDIの流入も停滞あるいは減少しており、以前のような高い水準にまで回復が見られないようであれば、1990年代半ばまでのような巨額の経常収支の赤字を続けることはできないであろう。

前述のインフレおよび為替動向は、対外債務の動向に反映されている。対外債務は、高いインフレ率を記録した1989～91年以後、GDPの3倍以上に急増した。その後は著しく減少し、1997～99年に対GDPで5分の4、2000～01年には5分の2となった（表12.2）。2000年における大幅な債務縮小により、債務返済負担は他のアジア諸国、とりわけ金融危機によって最も深刻な打撃を受けた国よりも現在では小さくなっている。それでも、ベトナムの債務返済負担や経済の高度成長期に伴って経常収支赤字を計上する傾向を考えると、いかに適切な海外資金調達を行うかということが、今後も懸念材料の一つである。

農業国ベトナムにおいて、同国の輸出額に占める農作物の割合が高いことは驚くべきことではない。1986～87年に輸出全体の46～47％を占めていた農作物の輸出は、2001年には27％となった（表12.3）。その他製品が、36％と2001年の輸出の最も大きなシェアを占めており、その内訳は履物（14％）、衣類（9％）、雑貨（3.5％）、家具（2.5％）、織物（2.4％）となっている。こうした労働集約度の高いその他製品のシェアは1980年代後半から1990年代初頭にかけて一旦低下し、その後急激に上昇した。これは、冷戦終結後、これらの産業が新しい市場を開拓し、国際レベルまで品質を向上させるまでが大変だったことを示唆している。鉱物性燃料の輸出のシェアが1986年の4％から92年の最高の34％に上昇したように、同製品の輸出は1980年代から1990年代初めにかけて急成長した。しかし、その後1998年には16％に下落し、2000年には26％まで回復、2001年には再び23％に下落した。1990年代初頭に原油の大規模生産が始まって以来、このシェアの変化の要因は原油価格の変動によるところが大きい。輸入面では、機械製品やその他製品のシェアが高く、2001～02年ではそれぞれの製品が輸入額の30％、32％を占めている。鉱物性燃料や化学製品の輸入も比較的多い。

ベトナム経済にとって近年最も大きな変化の一つが、対米輸出の急増だ。2001年には輸出総額の7％だったが、2002年には14％、そして2003年1～11月期には20％へと拡大した（表12.4）。この増加は2001年に調印された米越二国間貿易協定によりもたらされたものである。しかし米国への将来的な輸出増大に対する見通しに不透明感が出ている。2003年に交渉の行われた米越繊維協定（STAR－Vietnam Project 2003）や、2004年1月に開始された米国国際通商局によるベトナムなどの国からの海老輸入に関する反ダンピング調査は、米国市場へのベトナムの主要輸出品に対する制限となりかねないとの懸念がある。米国への輸出の拡大に伴い、1997～2002年までベトナムにとっての二大市場であった欧州諸国および日本のシェアは、2002～03年にはそれぞれ19％と14～15％に下落した。東アジア経済国の中では、同年期、中国が最大市場となり（シェア8～9％）、シンガポール（同5～6％）、台湾（同4～5％）と続く。輸入面では米国のシェアは小さく、2003年1～11月期において5％にとどまった。2002～2003年では際立って大きなシェアを占める国はなかったが、日本、中国、韓国、台湾、シンガポール、そして欧州工業国がそれぞれ10～13％とある程度のシェアを占めた。ベトナムの貿易の多様な傾向は、表12.4に記載されていない他の経済国（主に共産圏経済国）が輸出入共に圧倒的であった1980年代の終わりと比べると対照的である。国連や世界銀行などの多国間機構がベトナムにおける比較的多額の公的資金の供給源となってきたが、欧州や日本も大きな貢献をしてきた。制限のある外資系銀行による融資では、欧州の銀行が断然トップである。

ベトナムの対日貿易は、ベトナムの全般的な貿易構造と類似している。これは日本が強い比較優位を持つ機械産業がベトナムでは比較劣位であること、ベトナムが強い比較優位を持つ農業、鉱業、そして軽工業が日本の比較劣位の産業だからである（表12.5）。これに対応して日本はベトナムに多くの機械製品を輸出し、ベトナムから日本への輸入品は農産物、鉱物性燃料、衣類に集中している。日本はまた多くの繊維、鉄鋼などを輸出している。その他電気機器の双方向貿易も急速に拡大しており、その中心はさまざまな部品である。

1992年頃まではベトナムで活動する日系関連多国籍企業は5社にすぎなかったが、この数は1996年は65、2000年は128と急速に拡大した（表12.6）。これら関連企業の売上と雇用者数はこれ以上に急速に伸び、1992年はそれぞれ500万米ドルと208人であったものが、1996年は2.34億米ドルと10,731人、そして2000年には21億米ドルと36,444人に伸びた。2000年には関連企業売上（72％）、雇用（64％）の多くが電気機械と輸送機械の二つの製造業に集中することとなった。
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